米国の国防費に関する一考察 by 小林,和司
米国の国防費に関する一考察






は じ め に
目下,米 国経済 は好調 であ る。企 業の好業績 や雇用拡大,賃 金の増加を反
映 して,法 人 税収 や個 人所 得税 収 が大 き く増 え た こ とによ り,1997年 度
(1996年10月1日 か ら1997年9月30日 まで)の 米 連邦 政 府 の財 政 赤字 は
23年 ぶ りの低水準 にな った〔1)。 ・
しか し,そ の経済的繁栄 の中で米 国民 の多 くは幸 せであ るよ うには思われ
ない。かつて子供 が親 の代 よ り豊 かにな るのが当然 であ った この国で,大 勢
の ホワイ トカラー ・中間階層 の人 々が雇用不安 を抱 き,今 の子供達 が 自分達
よりも豊か になるだろ うとい うことに疑 いを抱 いているのである(2)。
ところで,『 予算教書』1998年 度版(BudgetoftheUnitedStatesGovern-
mentFiscalYear199b)に示 され る連邦政府 の歳出(FederalGovernment
Outlays)を 見 る と,国 防費 が一貫 して最 大項 目であ ったが,近 年 は首 位 の




本 論 は,こ の国防費 に注 目 し,そ の現状 を考察 した ものである。すなわち,
ク リン トン政権が誕生 してか ら国防費が減少 して きた原因 と,今 なお世界一
の高 水準 の国防費 を保 っている原因 につ いて論 じて いる。
なお,本 論で米国の国防費 という場合,連 邦政府機関別 の歳 出における国





こうした事態を憂慮 した米議会 は,1794年,6隻 のフリゲー トの建造を承認
した。 これは当時の米国家予算の6分 の1に もなる額であった(3)。
その後海賊との和平協定が成立すると議会はフリゲー トの建造計画を全て
停止 しようとしたが,独 立戦争 における海軍力の劣勢による不利を経験 して
いたワシントン大統領は,議 会 を説得 して3隻 のフリゲー トの建造継続を承
認 させた(4)。
その後1812年 から15年 の第2次 対英戦争,1846年 から始 まったメキ シ
コ戦争に勝利 して 「海軍力に自信をつけ始めた米国は,こ の頃から海軍力を
背景 とする積極的な外交政策を採り始める。その最 も成功 した例として米海
軍の教科書にも記されているのが,ペ リー提督(准 将)に よる日本開国,い
わゆる黒船来航であった。」1854年 に 「米国は日本から2っ の港の寄港権を
得て,全 世界に活動 していた米国捕鯨船の補給基地を確保 しただけでなく,
米商船の補給路,避 難港,そ して市場の拡大に成功 したのである。」⑤




に勝 って米国が初あて海外に植民地(フ ィリピン,グ アム)を 持」(7)っこと
になる。
1890年 に,米 海軍大学校の講師アルフレッド・T・マハン大佐 は,海 を利
用 した資源の運搬による生産活動,生 産物の海上輸送,海 外市場 との交易が
経済を発展させる基本であり,そ れを保護,助 長する手段 として海軍力の存
在意義があると述べている(8)。
つまり,19世 紀までに米国では 「海の偉大な輸送能力は,そ れを活用す




税収入か ら構成されてお り,こ れ らが国民に負担感を与えることなく順調に
拡大 していた」。そして 「連邦政府の役割が比較的限定 されていた」(u)ため,
歳出も比較的小規模であり,1861年 に南北戦争 の戦費調達のたあ,北 東部
諸州の富裕層に対 して米国史上初めて連邦所得税が導入されたものの,1872
年 に南北戦争終結による財政事情の好転と共 に廃止 される(12)といった具合
であった。
しか し第1次 大戦においては,「貿易量が激減 し,そ れにより関税収入 も
大幅に減少 した」〔13)こともあって,そ の補填 と戦費調達の必要 に迫 られた。
このため1916年 以降,ウ ィルソン政権の下で導入 されていた恒久的な累進
所得税の税率大幅引 き上げが行われ(14),「その結果,所 得税収入は,17年 には
伝統的な歳入源であった関税収入を上回 り,20年 には全租税収入の3分 の2
を超えるにいたり,連 邦税のなかで中心的な位置を占めることとなった。」㈹
そ してその後も今日に至るまで米国は 「直接税中心の税制をとってきた。」
これは,直 接税が,「 その税率を引き上げること等によ り容易 に歳入の増加
(287)37
政経論叢 第66巻第4号
を見 こめるため,戦 費調達あるいは不況対策の財源確保」㈹ に役立っか らで
ある。
もっとも 「1930年代までの米国は典型的な軽武装国であ った。 その軍事
費支出は,ほ ぼ一貫 して国民総生産(GNP)の1%を 下回っていた。」 「第1
次大戦中には一時的に戦時動員体制を構築 したが,戦 争終了 とともにこれま
で同様これ らを解除 し,平 時経済に戻 って」(17>いる。





た。なぜなら第一に,生 産財(工 場や機械設備など)や 生活財(国 民の消費
財)の ばあい,売 れるかどうかは企業や労働者の購買力に左右 されるが,軍
需財のばあい,国 家が買 ってくれるので,売 れ残 りを心配 しなくてもよく,
戦争がっつ くかぎり大量の国家需要が出て くる。
第二 に,生 産財の生産は,新 たな生産能力の創出であり,生 活財のばあい
も,そ の消費の結果,新 たな主体的生産力(労 働資源)が 再生産されるが,
軍需財のばあいは,い くら製造 しても,新 たな生産(供 給)能 力が生み出さ
れる心配がない。 したが って,生 産能力の過剰で苦 しめられている時代には,
軍事経済は過剰な生産資源を吸収 ・処理するうえで最適の手段 となる。
第三 に,そ れだけでなく,軍 需財は,も し 「適切」に消費できれば,過 剰
な生産能力その ものを積極的に破壊する役割をはたしてくれる。
第四に,軍 需財の分野は,民 間企業の既成の利害と競合することが少なく,
国家が軍需財生産に直接乗 り出 しても,民 間資本との間で摩擦がおこる心配
は少ない。






対立する冷戦時代に入 ることになるが,「第2次 大戦終結直前に完成 した核
兵器は,戦 後世界の戦略に中心的役割を演 じ続け」㈹ ることになる。
誕生 した当初,核 兵器は単に大 きな威力を持つ,生 産費の格安な爆弾とし
てしか認識されなかった⑳。 しか し,ソ 連 も核兵器を持つようになったこと,
従来の兵器にはなかった,放 射線による2次 的被害を与えること,そ して弾
道 ミサイルと核兵器を組み合わせると防ぐ手段が存在 しない絶対兵器となり
得ることにより,政 治的に極めて大 きな影響を及ぼすようになる(22)。
そこで米国には,ソ 連を中心 とする東側に対 して,「 攻撃 を受 けたなら核
兵器を使 うという反撃手段により敵 に大 きな損害を与える能力を持つことで,
敵の攻撃の意図を阻止 しようという 「大量破壊」 による 「抑止戦略」」(23)が
誕生する。 しかし,こ れはすぐに東側による,西 側の核兵器を相殺する核兵
器の装備 という現象を生み,核 兵器の装備競争へと発展 し,結 局のところ,
双方共に大変な損害が生 じるから戦争を起さないという,共 倒れの大量破壊
抑止戦略となってしまった(24)。
「また核兵器の出現は,軍 事戦略,技 術製造 コス トなどにかんす る国民の
評価能力を掘 り崩す役割 もはた した。 じっさい,全 面核戦争 は,一 度 も闘
われたことがない 「想像上の戦争」である以上,核 戦略の当否の正確な測定
はきわめて困難であり,軍 需企業や軍部が もっとも独走 しやすい分野 とな
る」(25)。しか も 「軍需や軍事関連雇用は,特 定地域に高度に集中す る傾向が
あ」 り,「地域経済を支える生命線 となりやすい。 このような軍需依存地域








「そして,国 防族議員の力で国家資金を潤沢に供給 され,科 学者の世界か
らはアイデアを供給されて,軍 産複合体が強力な自己運動を始めるのが,朝
鮮戦争の1950年 代初頭の時期であった。」(28)
そ して冷戦構造を背景に,軍 需部門は 「民需部門とは異質の企業体質と文
化を育んでい」(29)くことになる。
「すなわち,軍 需部門では,生 産コス トよりも特殊な性能 と納期の方が重
視される。また国家発注による少量の注文生産が多いことから,技 術開発の
重点は新製品の開発におかれ,コ ス トを下げるための製造(工 程)技 術の開
発は軽視される。軍需労働者の忠誠心を調達するための高賃金 も,コ ス ト上
昇 に拍車をかける。」㈹ さらに 「研究開発費か らプロトタイプの試作経費ま
で政府が払 ってくれる」ので兵器の開発生産には,「 リスクもない。」㈹
「その結果,核 戦力関係費もまた暴騰 し」,こ うして 「核兵器体系は安価な
抑止力か らきわめて高価な抑止力に転変 したのである。」(32)
一方,1965年 にジョンソン政権はベ トナムに海兵隊を派遣 した。 いわゆ
るベ トナム戦争の開始である。
これにより軍事支出は第2次 大戦後2番 目の急上昇を見せることになる6
しか し 「軍需財の生産は,既 存の生産力 ・産業資源を消耗 しはするが,生 産
力の再生産や拡充とは基本的に」「無縁である」⑳ ため,ベ トナム戦争が長
期化するにつれ労働生産性の上昇率は逓減することになった㈱。他方労働コ
ス トは上昇 していたため,「 このコス ト上昇圧力を労働生産性 の向上 によっ
て吸収することができない」㈹ こ'とになり,物 価上昇を招 くことになった。
さて,第1次 ・第2次 石油危機を経てインフレ傾向が定着する中,「 高イ
ンフレと景気の停滞という状況の下で1981年 に誕生 したレーガ ン政権は,
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同年2月 に,① 国防費 を除 く歳 出の伸 び率 の抑制,② 減 税,③ 政 府規 制 の
緩和,④ 安定 的なマネーサプ ライによるイ ンフ レ抑制 的金 融政 策 の推進,
を柱 とす る 「経 済再 建計 画」 を発表 した。 この計画 は,「 小 さな政府」によっ
て民 間活力の再 活性 化を図 り,経 済的 ・軍事的 に強 い米国 の実現 を目指 す と
い う レーガ ン大 統領 の経済哲 学(レ ーガノ ミックス)を 具体化 した ものであ っ
た。」㈹
その背景 には 「ケ イ ンズ主 義に依拠す る哲学 ない し経済政策」 を 「全体的
に疑 問視」(37)して,「 政府 は減税策の実施や諸規 則 の緩和 によ り,民 間部 門
においての家計貯蓄 率の向上 や企 業の設 備投資意欲 の促進 を図 り,生 産力等
の供給面 での強化,お よ びその結 果 としての経済成長 の実現 を狙 う」㈹ とい
うサプ ライサイ ド・エ コノ ミクスの考 え方 があ った。
「しか し,実 際の事態 の経過 は,減 税が結果 的に税収 増 を もた らさなか っ
た」㈹ ばか りか,「 貯蓄率 の上昇 を もた らさず,逆 に個 人消 費 を順調 に拡 大
させる結果 とな った。」(4。)
他方,レ ーガ ン政権の下で は,1979年6月 の 「ア フガニ ス タ ン侵 攻 で ソ
連 の拡大主義 の動 きが顕在化 した こと」(4.)を受 けて,国 防費が拡大 された。
「この レーガ ン軍拡 に際 して は,武 器調達費が最大 の費 目をな して い る と同
時 に,SDI(StrategicDefenseInitiative,戦略防衛構 想)計 画 を反 映 して
R&D(ResearchandDevelopment,研究 開発)費 に も力点 が 置 かれ てお
り,こ れ らの分野 に関連す る産業 の強化 ・育成 が意 図 された もの と推 測で き
る。」(42)
この減税 による消費景気 と国防支 出の拡大 が1980年 代 初頭 の米 国 にお け
る景気後退か ら経済 を立 ち直 らせ たのであ り,国 防支 出拡大 によ る景気 回復
は,政 府の意図 に反 して軍事 ケイ ンズ主義 であ った とも言 えよ う㈹。
一 方,SDI計 画 は 「核 ミサイ ルを阻 止す る防衛 システ ムの 開発 配 備構




しか し 「直径たかだか1メ ー トル程度で,し かも音速の30倍 もの超高速
で落下 してくる核弾頭」(46)を100%あ るいはそれに近い確率で阻止す る防衛
システムの開発 は容易なことではなく,こ のたあに軍事支出が第2次 大戦後
3度 目の急上昇を見せる結果を招いたのである。
ところで 「軍備の基本的性格 として,敵 が新 しい種類の兵器システムを持
つなら,こ ちらもそれを持たねばならない。つまり否が応でも相手が先鞭を
つけた土俵に引き込 まれる。」〔47)従って米国と対立 するソ連はSDI計 画に対
抗 しようとして努力 したが,米 国並みの経済的負担 に耐 えられな いと分か
り(48),「軍縮交渉で譲歩の姿勢を示 し」(49),その結果 「1987年 に初 の核軍縮
条約である米 ソの中距離核兵器全廃条約が結ばれ」 ることになる。
さらに,「88年 にはソ連軍がアフガニスタンから撤退し,89年 の9月 にポー
ランドで非共産政権が登場,他 の東欧諸国がそれに続 き,11月 には東独で
ベルリンの壁を含む西独 との国境が開放されるなど,社 会主義圏の資本主義
圏に対する戦闘的 ・非妥協的態度が消え去 り」〔5D),1989年12月 のマルタ会
談で,米 ソ首脳(ブ ッシュ大統領 とゴルバチ ョフ書記長)に より冷戦の終結
が宣言される。
こうした状況を受 けて 「ブッシュ大統領 は90年8月2日 にいわゆるアス
ペ ン演説(51)を行い,脅 威の対象が,従 来の ソ連 との世界的規模の戦争 の危
険性か ら地域紛争の危険性へと変化 したことをはじめて公式に認め,財 政赤
字への配慮 も示 したうえで,95年 度までに米軍の戦力規模を25%削 減す る
と発表 した。」(52)
ところでマルタ会談後,「90年 にソ連が一党独裁制を放棄 し,バ ル ト3国
が独立を宣言,東 西 ドイツが統一を許 され,ソ 連で市場経済移行計画が採択
されたのに続いて,91年 にはコメコンとワルシャワ条約機構が解散され,
ソ連でクーデタ失敗に伴 い共産党 も解散,さ らにはソ連邦が消滅して独立国
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家共同体 となるに至 って,社 会主義圏の完全な崩壊 をもたらした。」㈹
そこで 「米国は米国(の 価値観の)主 導 による 「新 しい世界秩序」の建設
を夢見」㈹ たが,現 実には 「地域紛争が多発する混乱の時代に突入 してしまっ
た。」(55)
この理由としては,以 下のことが考えられる。
「まず冷戦の終結と,そ れまで東側ブロック圏の中心をな していた ソ連邦
が解体 し,イ デオロギ」の対立によるブロックが消滅 した事がある。 これに
よりそれまでは西側,東 側 と分け られていた構図が解消され,各 々の国や勢
力が自分の価値観や主義主張で考え,行 動できるようになった。当然これは
価値観 主義主張,あ るいは利害関係で一致 しない周辺諸国や勢力との衝突
の要因になる。'
次に,イ デオロギー ・ブロックの消滅は,西 欧近代的な国家という概念の
意義をかなり薄ある事になった。 ブロック間で対峙 していた時,そ のブロッ
クに属する基本単位は国家であり,そ の基本単位を維持するためには相当程
度の犠牲 もやむを得ない,例 えば国内の少数民族の自由や権利の抑圧なども
しかたのないものと容認 されてきた。 しかし,ブ ロックの消滅により,基 本
単位としての国家を維持する外的要因が薄れるか,無 くなると,そ れまで抑
圧されてきた(と 考える)少 数派が自己を主張するようになる。
このほか,国 や地方の地域間の移動や交易の自由が拡大 し,そ れにともなっ
て密輸や麻薬の移動,国 際テロ・グループの活動が活発になり,そ れが国家
や地域勢力間における対立の原因になったりす る。また情報の発達で文化の
相互の影響が大きくなり,そ れを文化,世 界観の侵略 と受けとめる国や地域
勢力も生まれて くる。」㈹
ブッシュ政権は,こ うした地域紛争に積極的に関与 して きた。特 に1991
年1月17日 に開始 された湾岸戦争 では,「 ベ トナム戦争の悪夢 を払拭 す





しか し 「国民 の経済的不満 と不安」(58;は大 き く,も はや 「愛 国 的熱狂 」(19)
を得 ることはで きなか った。
1992年11月4日,国 民 はク リン トン氏 を次期大統領 に選 ぶのであ る。
第2節 現状に関する考察
ク リン トン政権が誕生 して以来,目 下 国防 費 は減少 を続 けて い る。1993
年度(1992年10月1日 か ら1993年9月30日 まで,以 下 同様)に は2786
億 ドルで あったが,1994年 度 には2686億 ドル,1995年 度 には2596億 ドル,
1996年 度 には2533億 ドルである(図1)。
この よ うに国防費 が減少 して きた理 由は2つ あるよ うに思 われる。1つ は
冷戦終結 に伴 い,軍 縮傾向が続 いて きた こと,も う1っ は,国 民が財政赤字
削減 を望 んで きた ことで ある。











Table4」 か ら作 成。
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ペ ン演説 での公約 に基 づ き,具 体的 な戦力削減計画が提示 されたが,そ の内
容 は,95年 度 まで に,陸 軍の現役師団数 を18個 師団 か ら12個 師団 に,海
軍 の総艦艇数 を545隻 か ら451隻 に,空 軍の航空団数 を36個 航 空 団か ら26
個航空団 に,そ れぞれ削減 す るといった もので あった。」㈲
ク リン トン政権 においての基 礎 とな る戦略㈹ は 「ボ トムア ップ ・レビュー」
(Bottom-Upi～ θ加θω)と して1993年9月1日 に公表 された。
「「ボ トムア ップ ・レビュー」 は,米 国 はほぼ同時 に生起す る2っ の大規模
地域紛争(MRC)を 戦 い,勝 利す る ことが で きな ければ な らな い との想 定
に基 づ くものであ る(検 討 された シナ リオは,1っ は湾岸 にお ける 「砂 漠 の
嵐作戦」(OperationDesertStorm:湾岸戦争 の こと,筆 者 注)の 再 現 で あ
るが,イ ラク軍 は戦後 の戦 力規模 と想定 されて いる。 もう1っ は朝鮮戦争の
再現 である)。2っ のMRC対 処を想定 した戦力構成を 目指す理由 は,2っ の
紛争 が同時 に生起 する ことを予 期 してい るためではな く,米 国が1つ の紛争
に戦力 を投入 してい る場合 で も,2っ 目の紛争 の生起 を抑止 す るた めの十 分
な戦力 を保持 して いなければな らないか らであ る。」(6')
この 「ボ トムア ップ ・レビュー」 は今後 の米軍 の戦 力構成の目標値 として,
陸軍 の現役師団数 を10個 師団,海 軍の総艦艇数 を346隻,空 軍 の航 空 団数
を13個 航 空団 と してお り(62),こ'う した軍縮 を進 ある意 向が 国防費 に反 映 さ
れた と言え る。
他方,国 防費が減少 してきた理 由の2つ 目と して財政赤字 の問題 があ る。
ク リン トン政権 が引 き継 いだ財政 赤字 の起 源 は,1965年 に ジ ョンソ ン政
権 の もとで,ベ トナム戦争 に加 えて老齢 者医療給 付(Medicare)(図2)と
貧困者医療給付(Medicaid)(図3)が開始 された ことにあ る(63)。
こう した医療保険制度 は,患 者 の医療費 の負担 を少 な くす るとい う意 味で
望 ま しいもので はあるが,逆 にその ことが患者 を して費用 にかかわ らず最高















Table3.2か ら作 成 。












TableE.5か ら作 成 。
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る訴訟 を回避す るために,過 剰 かっ高額 な医療 を行 お うとする傾向を生み㈱,
財政負担 は拡大の一途 をたどることにな った。
また,老 齢者医療給付や貧困者医療給付 に加 えて,米 国 には年金 や失業保
険 とい った給付金制度(entitlementsprograms)(65)が 存在 して いるが,そ
の受給 者の多 くは,給 付の削減 には反対 し拡大 には賛成 する傾向が あるため,
削減 は政治的 に困難で あ り㈹,財 政負担 は拡大 の一途 をたどることにな った
(図4)。
こう した財 政負担 の拡 大要 因に加えて,財 政 の制度 自体 の中 に も財政赤字
を生 みやすい要 因が潜んでいた。
まず,米 国で は歳入(税 制)と 歳 出(予 算編 成)を 主管す る官庁が,そ れ
ぞれ財務省(DepartmentofTreasury)と行政管理予算局(OfficeofMan-
agementandBudget)とに分 かれてお り,1つ の機関が歳 入 と歳 出の バ ラ
ンスを とりなが ら政策 を立案 で きるよ うな体制 にな って いな いので,財 政収
支 を管理 しに くくな っている(58)。

















編 成 の主導権 を握 った ことで,行 政府 が 『予算教書』 で示す予算 案 は参考 資
料 の地位 にとどま り,そ の結果,行 政府 が財政収支 の管 理に有効 な手 を打 て
な くなってい る(69)。
さ らに,歳 入 見通 しが,税 制改正 があ る場合 を除 き議 決の対象 とな って い
な いことに加 えて,財 政 収支 の差額 も議決 の対象 とはな ってお らず,財 政 収
支 の管理 を困難 に してい る㈹。
また,決 算上 の財政収支 の差額 は国庫 の資金繰 りの問題 として処理 され,
政 府 あるいは議会 の管理 が及 ばない仕組 み とな ってい る。 その結 果,予 想 よ
りも財政赤字 が拡大 した として も,そ れに応 じて国債 が増発 され るだけであ
る(71)。(確か に,1917年 に合衆国債務 に対 して上限 が設 け られたが,1941年
以 降,こ の上限 は必要 に応 じて見 直されてい る㈹。)
最後 に,米 国 のほ とんどの州 においては,均 衡財政 が州憲法等 によ って義
務 づ け られているが,合 衆国憲法 には連邦政府 におけ る均衡財政 を義務 づけ
るよ うな規定 は存在 していないのである㈹。
この よ うに,ク リン トン政権 が引 き継 いだ財政赤字 の発生要 因の中には,
財 政負担拡大要 因 と制度 的要因 とがあ ったわけであ るが,財 政負担拡 大要 因
を改 めよ うとす れば有権i者の反発 があ り,制 度 的要 因を改めよ うとすれば連
邦 議会が主導権 をあ ぐって反発す る㈹ とい った中 で財政 赤字 の 削減 は進 ま
なか った。 その結果,ブ ッシュ政権下 で は財政赤字額〔75)が1990年 度 に2212
億 ドル,1991年 度 には2694億 ドル,1992年 度 に は2904億 ドル と拡 大 を続
け たので ある(図5)。
こ うした中で,レ ー ガ ン政権 の もとで連 邦 コス ト管 理委 員会(thePresi-
dent'sPrivateSectorSurveyonCostContro1)のメ ンバ ーで あ ったフ ィ
ギ ー氏が,当 時 の体験 を元に して,い かに財政赤字 が深 刻な問題 であ り,国

















駕ρ'cy1995を1992年 に出版 した。 この著書 はた ちま ちベ ス トセ ラー とな
り(76),1992年 の大統領選挙にお いて候補者の ロス ・ペ ロー氏 が,フ ィギ ー
氏 によ って作成 された累積 債務 の予想 を示す図を活用 し,増 税 にまで踏み込
んだ財政赤字削減 を公約 す ることによ って,か な りの得票を集 めた㈹。
こうして選挙 中か ら国民 の関心 が財政赤字 削減 に集 まったため,誕 生 した
ク リン トン政権 と して も,ま ず財政赤字削減 を実行 す る必要 に迫 られたので
ある。
財政赤字削減 には,前 述 の財政負担拡大要因 や制度 的要 因の改革 とい う困
難な作業 よ りも,よ り容易 で しか も歳出 の中 で大 きな ウエイ トを占めてい る
国防費の削減か ら手 をつ けるの は自然の なりゆきであ ったであろ う㈹。
また財政赤字削減 に失敗すれ ば,「 その責任 を大統 領 に転嫁 す る こ とは意
外 に難 しく,逆 に国民の批判が連邦議会 に向 け られ る ことを議会 その ものが





























































































































しか し,減 少 してきたとは言え,改 めて現在の米国の国防費を見直 してみ
ると,そ の多額さは2つ の意味で異常である。1っ は過去の戦間期 の国防費
と比べた場合という意味であり,も う1つ は,現 在の他の国の国防費と比べ
た場合という意味である。
まず前者 について言えば,過 去の戦間期においては,1991年 ドル価格換
算で,国 防費の年平均額はたかだか100億 ドル程度であった(80)。前節で も述
べたように,第1次 大戦までは,米 国は戦争終了と共に戦時体制を解除 し,
平時経済に戻 っていたのである。
また後者について言えば,1996年 の世界の主要国の国防支出は下 の表の





いるように,「冷戦終結後も」「米国が」「他の国 ・地域 に対 し」「ひきつづき











関与 し,指 導 していく」(81)姿勢を保 っていることが背景にあると思われる。
こうした姿勢を保つ目的として,ク リントン大統領は同演説 の中で,「 市
場に基づ く民主主義を強化 し,世 界に拡大する」㈹ こと,及 び 「人道主義の
目標 を追求する」㈹ ことをあげている。
以下では,米 国の国防費が 「大幅に」削減 されない原因を,上 記2つ の目
的から考察することにする。
まず,前 者 について考察する。
クリントン大統領は,同 演説の中で 「市場に基づく民主主義を強化 し,世
界に拡大する」 とは,「国内経済を活性化 し,世 界貿易を開放することによ




が,「 このなかで同長官 は,米 国が直面する脅威として,① 大量破壊兵器の
拡散,② 地域紛争,③ 旧ソ連邦諸国における民主化の失敗,④ 米国経済の
衰退,の4つ の危険をあげ」(85)ている。
「このような クリン トン政権の立場 は,基 本的にはアスペ ン演説以降の
ブッシュ政権のものと同一であるが,」 「脅威の認識のなかに経済問題を加





と経済的安全保障 とを統一的に追求 しようとする道を選択 した」〔87)ことを意
味する。






場経済を強化 し,拡 大 しなければならず,そ のためには軍事的覇権の力が必
要なのである。
こうした米国の方針は,い くつかの方面か ら支持されている。
1っ は軍産複合体に関連する。第2次 大戦後に生まれ,国 防費の減少 に抵
抗 してきた軍産複合体であるが,「軍需産業は1993年 を過ぎると急速に職種
転換,リ ス トラ,統 廃合を進め」(89),それに代わって民間会社がロジステ ィ
クス関連業務を委託される割合が増大 している(90)。
「その業務内容は非常に幅広 く,兵 士に支払 う給料の計算か ら,食 事の準
備,兵 舎の建設か らごみの運搬処理 まである。米軍の部隊支援活動経費は年
間およそ1200億 ドルであるが,そ のうち約半分が民間会社への委託契約 と
いわれる」。(91)
こうしたロジスティクス関連企業 にとっては,利 潤追求の立場か らみて,
米軍の活動が活発であればあるほど望ましいのである。
また,米 軍を駐留させている国も,現 状を支持 している。その典型例は日
本に見られる。
日本は,1996年4月17日 に発表された 「日米安全保障共同宣言」・におい
て,米 国が引き続き 「日本におけるほぼ現在の水準」の 「兵力構成を維持す
ることが必要であることを再確認 した。」
その理由として日本の防衛庁は,「我が国は,戦 後半世紀以上 にわたり平
和を享受 し,今 日の繁栄を築いているが,こ れは,我 が国自身の防衛努力 と
あいま.って,日 米安保体制が抑止の体制として一貫 して有効に機能 してきた
ことが大きな要素であることは否定できない」㈹ からであるとしている。
もちろん,日 本国内にはこうした日本政府の姿勢に対 し,反 対論 もある。
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湾岸戦争で巡航 ミサイル ・トマホークを発射 したのは,神 奈川県横須賀を
母港とする駆逐艦ファイブや巡洋艦バ ンカーヒルであり,湾 岸戦争に必要な
弾薬 は真っ先に広島県にある秋月弾薬廠か ら輸送された㈹ という事実を見
ても,日 本は米軍の 「前進配備基地」㈹ となっており,戦 争の際,敵 の攻撃
目標とされる可能性がある。
また,日 米安保体制の もとでの米軍の訓練や演習により,環 境 と安全を脅
かされている(95)。
このように,日 米安保体制の もとで 「平和を享受」(92)しているという見解




助金に依存 している地域経済の実状㈹ を反映 していると言えよう。
つまり,ク リントン大統領の言 う 「市場に基づ く民主主義」は,経 済的繁
栄を望む体制であり,そ の体制の もとでは,現 在の軍事力によって環境や安
全を脅かされている人も,経 済的繁栄のためにその軍事力を間接的にであれ
支持 しないわけにはいかないのである。
次に,ク リントン大統領の言 う 「人道主義の目標を追求す る」 ことについ
て考察する。
人道主義は,「米国民に深 く浸透 し,生 活,価 値観の基盤となっている」(97)。
この 「人道主義の目標を追求する」ことは,「 ある国の国民,民 族,集 団が




例えば1993年 にソマ リア内戦に対する国連平和維持活動(第2次 国連 ソマ
(303)53
政経論叢 第66巻 第4号
リァ活動:UNOSOMH)に 米軍 を派遣 した ことは,純 粋 に この人 道 主義 に
基 づ くものであ った と言 えよ う㈹ 。
と ころで米軍 に よ る救援活 動 の歴 史 は国連 の歴 史 よ りも古 く,例 え ば
1900年 にイギ リス,ド イツな ど8力 国 か ら成 る国際 救援 軍(lnternational
ReliefForce)が 中国へ派遣 され た中 に米軍 も参加 して いる(m)。
しか し国連 が第2次 大戦後1945年 に設立 されてか ら,国 連 によ る平 和 維
持 活動(PeaceKeepingOperations)がス ター トし,米 軍 は こ う した国連
'
平 和維持活動 に参加 す る一方で,独 自に多国籍軍 を組織 して救援活動 を行 う
という状態が現在 に至 るまで続 いている。
しか も,現 在 では実際 問題 と して,「 米軍 の力を借 りな い限 り,国 連,あ
る いはそれ以外 の国際組織 による平和維持/人 道救援活動 は成 り立 たないの
が現 実で ある。全世界 のど こにで も短時間で大量 の物資,人 員 を派遣 し(航
空,輸 送 能力),国 連本部 や本国 との通信 回線 を確保 し,作 戦 実施 に必 要 な
情報 を入手 で きる能力 を持 って いるの は世界で も米軍 しかない。短時 間で相
当規模 の軍 隊を緊急派遣 でき,戦 闘機,空 母,揚 陸艦 など,必 要 とされる装
備 を持 って いるの も米軍 だけで ある。 状況が緊迫 した時,直 ちに十分 な軍事
力 の支援 を提供 できるのは,や はり米軍 しか ない。米軍 の規模 と米国 の経済
力 がそれを可能 に して いる」(1。2>のであ る。
従 って現 在で は,国 連 の能力を超え る強制力 の伴 う大規模 な任務 について
は,NATO(NorthAtlanticTreatyOrganization:北大西洋条約 機 構)主
体 の多国籍軍で ある¥1和 実施軍(theNATOPeaceImplementationForce:
IFOR)やIFORと 同様 な多国籍軍 に委 ね られ る方 向 にあ る(1D3)。
つ まり,現 在 の米国 の軍事力 は,地 域紛争が多発 する時代 に必要 とされて
い るとい う面が あるので ある㈹ 。
最後 に以上 の考察 を閉 じるにあたり,連 邦議会 には 「軍隊 は国家 の主権 と
威信 の唯一 の象 徴で ある」㈹ とい う考 え方 があ ることを添えてお きた い。
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お わ り に
TheMilitaryBalance1997/98に よれば,日 本は1997年8月1日 現在で
36930名 の米軍兵士を駐留させており(実 際には,こ れに日本を母港 とす る
米太平洋軍第7艦 隊軍艦乗組員の米兵が加わ る㈹ 。),そ の規模は世界で ド
イツに次いで第2位 である。
また,米 議会調査局が1994年6月 に提出 した報告 「防衛責任分担 ・日本
の受入国支援は他の同盟国のモデルか」によると,米 軍への日本の直接支援
額(土 地などの賃借料,現 地労働者の労務費,施 設建設費 など)は,1995
年度で3336億 円であるという(107)。
この金額は,韓 国の205億 円,ド イツの61億 円と比べてはるかに多いだ







受 けて,米 連邦議会は,1995年 度の米国防認可法の中に,1995年3月1日
までという期限付 きで国防総省に 『日米安保関係報告書』を作成する要求を
盛 り込むという形で応えた(110)。
大田知事 は,地 方 自治体の長としての立場か ら,あ えて日米安保体制を問





今後日米安保体制がどのように推移 していくにせよ,こ の大田知事の リー
ダーシップは,日 米安保体制の歴史に深 く刻まれ,高 く評価されるであろう。
《注 》
(1)「 日本 経 済 新 聞 」1997年10月28日 夕 刊 。
(2)ニ ュ ー ヨ ー ク タ イ ム ズ編(矢 作 弘 訳)「 ダ ウ ンサ イ ジ ング オ ブ ア メ リカ 』 日
本経 済 新 聞 社,1996年,15・16ペ ー ジか ら要 約 した。(TheNewYorkTime:
Company,TheDownsizingofAmerica,RandomHouse,Inc.,1996.)
(3)こ の 段落 は,江 畑 謙 介 『ア メ リカ の軍 事 戦 略」講 談社 現 代 新 書,1996年,21・
22ペ ー ジか ら要 約 した。
(4)同 上,22ペ ー ジか ら要 約 。
(5)以 上 は,同 上,23ペ ー ジ。
(6)以 上 は,谷 光 太 郎 『ロ ジス テ ィ クス」 同 文 書 院 イ ン タ ー ナ シ ョナ ル,1993
年,32ペ ー ジ。
(7)谷 光 太 郎 『ロ ジス テ ィク ス思 考 とは何 か』 同 文 書 院 イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル,
1995年,14ペ ー ジ。
(8)前 掲 『ア メ リカ の軍 事 戦 略 』26・27ペ ー ジか ら要 約 。
(9)同 上,16ペ ー ジ。
(10)同 上,37ペ ー ジ。
(11)以 上 は,山 口光 秀 ・島 田 晴 雄 編 「ア メ リカ財 政 と世 界 経 済 」 東洋経 済 新報 社,
1997年,93ペ ー ジ。
(12)同 上,127ペ ー ジか ら要 約 。
(13)同 上,128ペ ー ジ。
(14)同 上,128ペ ー ジか ら要約 。
(15)同 上,128ペ ー ジ。
(16)以 上 は,同 上,144ペ ー ジ。
(17)以 上 は,藤 岡 惇 「軍 産複 合 体 の 作 用」,(横 田 茂 編 「ア メ リカ経 済 を 学 ぶ 人 の
た め に』 世 界 思 想社,1997年 所 収),50ペ ー ジ。
(18)清 水 知 久 「ニ ュー=デ ィー ル」,(村 川 堅 太 郎 な ど編 『世界 史 小辞 典 』 山 川 出
版 社,1976年 所 収),482ペ ー ジよ り要 約 した。
(19)前 掲 「軍 産 複 合体 の 作用 」48・49ペ ー ジ。
(20)前 掲 「ア メ リカ の軍 事 戦 略 』48ペ ー ジ。
(21)同 上,48ペ ー ジ及 び前 掲 「軍 産 複 合 体 の作 用 」53ペ ー ジか ら要 約 。
(22)前 掲 『ア メ リカ の軍 事 戦 略 』48ペ ー ジか ら要 約 。
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(23)同 上,49ペ ー ジ。
(24)同 上,49ペ ー ジか ら要 約 。
(25)前 掲 「軍 産 複 合 体 の作 用 」54・55ペ ー ジ。
(26)以 上 は,同 上,55・56ペ ー ジ。
(27)同 上,53ペ ー ジ。
(28)同 上,56ペ ー ジ。
(29)同 上,61ペ ー ジ。
(30)同 上,61・62ペ ー ジ。
(31)以 上 は,前 掲 『ア メ リカ の軍 事 戦 略 』183ペ ー ジ。
(32)前 掲 「軍 産 複 合 体 の作 用 」62ペ ー ジ。
(33)同 上,63ペ ー ジ。
(34)同 上,64ペ ー ジ。
(35)同 上,65ペ ー ジ。
(36)前 掲 『ア メ リカ財 政 と世 界 経 済 』'102ペ ー ジ。
(37)以 上 は,同 上,13ペ ー ジ。
(38)同 上,14ペ ー ジ。
(39)同 上,14ペ ー ジ。
(40)同 上,16ペ ー ジ。
(41)同 上,149ペ ー ジ。
(42)同 上,16ペ ー ジ。
(43)同 上,16ペ ー.ジか ら要 約 。
(44)前 掲 「ア メ リカ の軍 事 戦 略」52ペ ー ジ。
(45)同 上,「55ペ ー ジ。
(46)同 上,52ペ ー ジ。
(47)同 上,57ペ ー ジ。
(48)同 上,56ペ ー ジ。
(49)前 掲 『ア メ リカ財 政 と世 界 経 済 』150ペ ー ジ。
(50)以 上 は,鹿 島正 裕 「冷 戦 終 結 後 の世 界 の諸 変 化 」,(鹿 島正 裕 編 『冷 戦 終 結 後
の 世 界 と 日本 』 風 行 社,1997年 所 収),7ペ ー ジ。
(51)コ ロ ラ ド州 ア ス ペ ン研 究 所 創 立40周 年 記 念 事 業 の一 環 と して行 わ れた,ブ ッ
シ ュ大 統 領 の 講 演 を指 す 。 しか し,偶 然 に もそ の数 時 間前 に イ ラ クの フセ イ ン
政 権 が ク ウ ェ ー トを侵 略 した た め に,こ の と き の米 国 の重 要 な戦 略転 換 が 必 ず
しも内 外 に強 く印 象 づ け られ なか った。(以 上 は,新 原 昭 治 「ア メ リカ の 戦 略
は世 界 を ど う描 くか 』 新 日本 出版 社,1997年,31・32ペー ジよ り要 約 した。)
(52)前 掲 「ア メ リカ財 政 と世 界 経 済 』154・155ペ ー ジ。
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(53)前 掲 「冷 戦 終 結 後 の世 界 の諸 変 化 」7ペ ー ジ。
(54)前 掲 『ア メ リカ の軍 事 戦 略』97ペ ー ジ。
(55)同 上,43ペ ー ジ。
(56)同 上,96・97ペ ー ジよ り一 部 要 約 して 引用 。
(57)国 際 戦 略研 究 所 『ミ リタ リー ・バ ラ ン ス 』1994～1995,メ イ ナ ー ド出 版,
1995年,17ペ ー ジ。
(58)以 上 は,佐 久 間 潮 『日本 の 明 日を 知 る た め の ア メ リカ経 済 誌 』 東 洋 経 済 新 報
社,1996年,28ペ ー ジ。
(59)前 掲 『ア メ リカ財 政 と世 界 経済 』155ペ ー ジ。
(60)InternationalInstituteforStrategicStudies,Tんθルfπ髭αγコBalance1996/
97(OxfordUniversityPress,1996),p.15.
(61)前 掲 「ミ リタ リー ・バ ラ ンス」1994～1995,16ペ ー ジ。
(62)前 掲 「ア メ リカ の軍 事 戦 略 』118ペ ー ジか ら要 約 。
(63)H・ フ ィギ ー ・Jr.(竹 村 健 一 訳)「 か くて ドル は紙 ク ズ と な る」 ク レ ス ト社,
1994年,60～63ペ ー ジ。(H.E.Figgie,Jr.B微耀々ρ`c:y1995LittleBrown
andCo.Publishers,1992.)
(64)前 掲 『ア メ リカ財 政 と世 界 経 済 』78ペ ー ジ。 ま た,ピ ー タ ー ソ ン元 米 国 商
務 長 官 は,米 国 の 医療 費 につ いて 次 の よ うに嘆 い て い る。
米 国 に お い て は,路 上 で 飢 え る人 を見 過 ご しに す る こ とは お か しい とい う こ
と は誰 もが認 め る。 しか し,貧 困 者 が食 料 援 助 に よ りス テ ー キ ・デ ィナ ー を 食
べ る こ とが で きる と は誰 も考 え な い。
と ころ が 医療 に 関 す る限 り,そ うで は な い。 米 国 で は 患者 が 不 満 が る と い う
理 由 で一 基 数 百 万 ドル もす るMRIス キ ャ ナ 「の ス イ ッチ を入 れ る し,手 の 施
しよ うの な い末 期 患 者 を集 中治 療 室 に入 れ て い る。(以 上 は,ピ ー タ ー ・G・
ピー ター ソ ン 《高 山 憲 之監 訳 》 『未 来 へ の選 択 』 ベ ネ ッセ コ ー ポ レー シ ョ ン,
1997年,163・164ペ ー ジか ら要 約 した。)
(65)entitlementsと い う語 は,1993年 に ネ ブ ラス カ州 の上 院 議 員 ボ ブ ・ケ リー
氏 が 導 入 した 語 で あ る と言 わ れ て い る(Evans,G.R,RedInk,Academic
Press,1997,p.106.)。 この語 の 日本 語 訳 は,前 掲 「か くて ドル は紙 ク ズ とな る』
63ペ ー ジ に よ る。
(66)例 え ば,連 邦 政 府 職 員 や 退 役 軍 人 と同 じ待 遇 を受 け ら れ る よ う に と,1972
年 に 公 的 年 金 給 付 に100%自 動 物 価 ス ラ イ ドが 導 入 さ れ た。 そ の後 レ ー ガ ン政
権 第2期 に入 った ば か りの1985年5月 に共 和 党 上 院 指 導 部 が 自 動 物 価 ス ラ イ
ド措 置 を1年 間 凍 結 す る提 案 を 行 った と ころ,次 の選 挙 で共 和 党 は上 院 の8議
席 を 失 い,上 院 の過 半 数 を失 っ た。(以 上 は,前 掲 『未 来 へ の 選 択 』116～126
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ペ ー ジ か ら要 約 した。)
(67)給 付 金 制 度 に基 づ く費 用 は,『 予 算 教 書 』 で 示 さ れ る 義 務 的 経 費(manda-
toryspending)と ほぼ 同 じで あ る(Evans,opo鉱,p.166.)ので,こ こ で は
義 務 的経 費 の金 額 で代 用 して い る。 な お,図4の 上 側 の 折 線 が 連 邦 政 府 の 歳 出
を示 して い る。
(68)前 掲 『ア メ リカ財 政 と世 界 経 済』83・88ペ ー ジか ら要 約。
(69)同 上,83,96,97ペ ー ジか ら要 約 。
(70)同 上,82,86,87ペ ー ジか ら要 約 。
(71)同 上,86ペ ー ジ か ら要 約 。
(72)Evans,op.c鉱,p.157.また,同 ペ ー ジ に よ る と,そ の上 限 額 は1962年3月
に は ち ょ うど3000億 ドル で あ っ たが,1996年3月 に は5.5兆 ドル に 増 額 さ れ
た と い う。
(73)前 掲 「ア メ リカ財 政 と世 界 経 済』87ペ ー ジか ら要約 。
(74)同 上,109・110ペ ー ジか ら要 約 。,
(75)こ の金 額 は統 合 予 算(unifiedbudget)ベー スで あ る。 米 国 連 邦 予 算 は,制
度 的 に予 算 内(onbudget)と 予 算 外(offbudget)の2つに 大 別 され てお り,
こ の両 方 を合 算 した予 算 の数 字 を統 合 予算 と呼 ん で い る。 通 常 の 連 邦 政 府 機 関
にか か わ る予 算 は すべ て予 算 内 に含 ま れ,現 在 予 算 外 に該 当 す る もの と して は,
郵 便 事 業 へ の補 助 金(thesubsidytotheU,S,PostalService)と老 齢 ・遺
族 ・障害 年 金 の2種 類 の 信 託 基 金(FederalOldAgeandSurvivorsInsur-
anceTrustFund:OASIとFederalDisabilityInsuranceTrustFund:DI)
か らの支 出 の大 部 分 で あ る。(以 上 は,前 掲 「ア メ リ.力財 政 と世 界 経 済 」21・22
ペ ー ジ及 びEvans,のwit.,pp.139,140,175.からの 引 用 で あ る。)
(76)前 掲 「か くて ドル は紙 ク ズ とな る」5ペ ー ジか ら要 約。
(77)今 井 激 「日本 を襲 う ブ ラ ッ クマ ンデ ー2」 ダ イ ヤ モ ン ド社,1993年,72・73
ペ ー ジ及 び前 掲 『ア メ リカ財 政 と世 界 経済 』26ペ ー ジか ら要 約 。
(78)財 政 赤 字 削 減 に あ た って ク リン トン政権 は,ロ ス ・ペ ロー 候 補 が 従 来 は政 治
的 に 自殺 行 為 と み られ て い た増 税 を打 ち 出 して か な りの 得 票 を 集 め た こ と に勇
気 づ け られ て,国 防 費 の削 減 と共 に増 税 も実 施 し て い る 。1993年8月6日 に
連 邦 議 会 の承 認 を 得 た財 政調 整 法(OmnibusBudgetReconciliationActof
1993)に は,1.高 所 得 者 層 を対 象 とす る 個 人 所 得 税 増 税,2.法 人 税 増 税,3.
公 的 年 金 給 付 の所 得 算 入 の拡 大,4.外 国 企 業 へ の 課 税 強 化,5.ガ ソ リン税 の
引 き上 げ,が 盛 り込 ま れ た。 こ う して就 任 早 々 に 増 税 を 実施 した ク リ ン ト ン大
統 領 の リー ダ ー シ ップ は評 価 さ れ る べ きで あ ろ う。(以 上 は,前 掲 『ア メ リカ
財 政 と世 界 経 済 』27,77,143ペ ー ジか ら要 約 。)
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(79)前 掲 『ア メ リカ財 政 と世 界 経 済』27ペ ー ジ。




る。 「ひ きつ づ き関与 し,指 導 して い く」 とい う訳 の み,前 掲 『ア メ リカ の 戦




(85)以 上 は,前 掲 『rメ リカ財 政 と世 界 経 済』158ペ ー ジ。
(86)以 上 は,同 上,159ペ ー ジ。
(87)以 上 は,前 掲 「軍 産 複合 体 の作 用 」68ペ ー ジ。
(88)前 掲 『ア メ リカ の軍 事 戦 略 』98ペ ー ジ。
(89)同 上,195ペ ー ジ。
(90)江 畑 謙 介 『世 界 軍 事 ウ オ ッチ ングPART2』 時事 通 信社,1997年,99ペ ー
ジか ら要 約 。
(91)`同 上,99ペ ー ジ。
(92)防 衛 庁 編 『平 成9年 版 防 衛 白書 』 大 蔵 省 印刷 局,1997年,143ペ ー ジ。
(93)梅 林 宏 道 『情 報 公 開 法で と らえ た在 日米 軍 』 高 文 研,1995年,11～20ペー
ジか ら要 約 。
(94)同 上,15ペ ー ジ。
(95)池 田五 律 『米 軍 が な ぜ 日本 に』 創 史 社,1997年,32・33ページ か ら要 約 。
同 ペ ー ジに よ る と,安 全 を脅 か さ れ る代 表 的 な例 と して,23道 県131市 町 村
で確 認 され て い る超 低 空 飛 行 訓 練 が あ る。 ま た,環 境 を 脅 か され る原 因 の1っ
は,日 米 安 保 体 制 の も とで の地 位 協 定(「 日本 国 とア メ リカ合 衆 国 と の 間 の 相
互 協 力 及 び安 全 保 障 条約 第6条 に基 づ く施 設 及 び 区域 並 び に 日本 国 にお け る合
衆 国 軍 隊 の地 位 に 関 す る協 定 」)第4条1項 に お い て,米 国 が 日本 に施 設 や 区
域 を返 還 す るに あ た って,環 境 を復 元 す る義 務 は な く,ま た 日本 に 補 償 す る義
務 も負 わ な い と規 定 されて い る こ とに あ る。(地 位 協 定 研 究会 『日 米 地 位 協 定
逐 条 批 判 』 新 日本 出 版社,1997年,41・42ペー ジよ り要 約。)
(96)都 留 重 人 『日米 安 保解 消 へ の道 』 岩 波 新 書,1997年,180ペ ー ジか ら要 約 。
(97)前 掲 『ア メ リカ の軍 事 戦 略 』99ペ ー ジ。
(98)同 上,99ペ ー ジ。
(99)以 上 は,同 上,99ペ ー ジ。
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(102)前 掲 『アメ リカの軍 事戦 略 』107。108ペ ー ジ。
(103)前 掲 『平 成9年 版 防衛 白 書』29ペ ー ジか ら要 約 。
(104)こ う した救 援 活動 は 緊急 を要 す る こ とが 多 い の で,装 備 を整 え る コ ス トが 高
騰 しや す い(前 掲 『世 界軍 事 ウオ ッチ ングPART2』184・185ペー ジ。)。 ま
た 国連 平 和 維 持 活動 に お い て は 「1人1人 の 兵 士 が 外 交 官 で あ る こ と が 求 め ら
れ」(前 掲 『アメ リカ の軍 事 戦 略』104ペ ー ジ。)る ため,通 常 と は別 の 訓 練 を
施 す必 要 が あ り,米 軍 に と って非 効 率 で あ る(「 米 国 に は,米 軍 は戦 争 に勝 つ
た め に存 在 す るの で あ って,平 和 維 持 活 動 に従 事 す る こ とで 戦 争 に勝 利 す る能
力 を保 持 して い くた め の訓 練 を 阻 害 され るべ きで はな い,と す る幅 広 い支 持 を
得 た見 解 が あ る。」(前 掲 『ミ リタ リー ・バ ラ ンス』1994～1995,17ペ ー ジ。))。
(105)UnitedStatesSenate,qρ.Wit.,p.28.
(106)前 掲 『情 報 公 開法 で と らえ た在 日米軍:』55・56ペ ー ジ。
(107)前 掲 『日米 地 位 協 定 逐 条 批 判 」201ペ ー ジ。
(108)同 上,201・202ペ ー ジか ら要 約 。
(109)前 掲 『日米 安 保 解 消 へ の道 』6ペ ー ジ。
(111)前 掲 『情 報 公 開法 で と らえ た在 日米軍 』299・300ペ ー ジ よ り要 約 。
(111)前 掲 『日米 安 保 解 消 へ の道 』8ペ ー ジ。
(311)61
